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近年における「新しい枠組み」の必要性
“基礎研究の進展／成果の社会展開”が極めて近接

（例）：課題解決型・バックキャスト型の研究開発、産学共創によるオープンイノベーション

研究スタイルの変化

従来の日本型の研究開発モデル
基礎研究から実用化まで、長ければ数十年をかけてリニアに進展

（例）：研究代表者(PI)主導の研究、クローズ型中心の産学連携

→研究を常にイノベーションの視点から見つめる
「パートナー」 の必要性

「イノベーション政策」と「研究現場」を繋ぐプロデューサー
〔“研究開発マネージャー” 〕 2



米国では【プログラムマネージャー（PM）】の存在が大
波及効果の大きい研究課題を見出し、研究開発プロジェクトを企画立案。
成果の創出に向け関係者の調整やプログラム推進や有望な成果の管理を
主導的に実施するプロデューサー的人材。

イノベーションを次々起こす米国での成功例

・インターネット
・ＧＰＳ
・ロボット掃除機 「ルンバ」
・四脚荷物運搬ロボット

出展 JST_CRDS 米国DARPA（国防高等研究計画局）の概要(ver.2)
https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2014/FU/US20140901.pdf 3
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今、日本がなすべきこと

ＪＳＴが

「イノベーション政策（イノベーションを目指す戦略）」と
「研究現場」を繋ぐプロデューサー的人材の
育成・輩出を始動

研究開発成果の最大化に寄与

ＩmＰＡＣＴ，ＭＯＯＮＳＨＯＴなどの事業は、米国のＰＭ制度を参考に推進。
しかし、日本ではまだまだ先端科学技術をプロデュースする人材が不足。



ＵＲＡの配置状況
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出展 文部科学省 研究大学強化促進事業 事後評価報告書

https://www.mext.go.jp/content/20230322-mxt_gakjokik-000028949_1.pdf
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JSTの目的 研究成果の優れた芽を社会に役立つよう伸ばす

なぜJSTがやるのか

知的好奇心／学術研究

０～１ １～１０ １０～１００ 実用化

民間、その他

研究開発成果の社会実装を促進

（今回配属が想定されるプログラムの例）

基礎から産学連携まで

イノベーションへの分岐点



“研究開発マネージャー” とは
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科学技術の

「イノベーション政策」と「研究現場」を繋ぐ
高度な専門人材

■優れた研究シーズや研究者の「目利き」

■早期からイノベーションの視点を携えて研究者と協働
・分野・組織を超えた研究構想立案
・独創的な研究活動全体のマネジメント
・成果活用の戦略的実施

（プロデューサー的人材）

（イノベーションを目指す戦略）
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本職種の魅力
■ファンディング関連部門（最先端研究の最前線支援）に勤務します。

・第一線の研究者と力を合わせて取り組んでいただきます
・世の中を変えるイノベーション創出に貢献できる仕事です

■定年制職員への道があります。
当初は任期制職員（研究開発マネジメント専門員）としての採用。
採用2年度目に登用試験あり。
登用後は・・・
・複数の部門で経験を積むことができます。
・外部での活躍の幅が広がります。
（将来、大学や研究機関への派遣・人事交流等も検討中）

■本職種のための独自の処遇を用意します

日本の科学技術を牽引するプロデューサー
“研究開発マネージャー”に向けた任期制職員第二期募集
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背景・課題

○「第６期科学技術・イノベーション基本計画」や「経済財政運営と改革の基本方針2023」などにおいて、研究を支えるマネジメント・支援
人材の育成や活躍促進が求められているところ

○我が国全体の研究力強化に向けて、科学技術のイノベーション政策と研究現場をつなぐ高度な専門人材として、研究開発マネジメント
人材（URA、PM等）の更なる量的・質的充実を図るとともに、持続可能なエコシステムを構築することが必要

事業概要

研究開発マネジメント人材の育成事業

リサーチ・アドミニストレーター（URA）

■リサーチ・アドミニストレーター等のマネジメント人材
の育成

URA等のマネジメント人材が担う多様な業務に必要と
される知識の体系的な専門研修受講の機会提供、研
修内容の整理、改善等を実施

プログラムマネージャー（PM）

■プログラムマネージャー（PM）の育成・活躍推進
プログラム

PMとして必要とされる能力・経験を身に付けた人材を
２段階ステージで育成し、一流のメンターによるサポー
トと修了者のネットワーキングによりＰＭとしての活躍
推進を図る

JSTにおけ
る一体的
運用・推進
による育成
強化
（※）

基礎的なレベルから段階を設定し、多岐にわたるURA業務の知識を得るための必修カリ
キュラムとして、Fundamental・Coreのレベルにそれぞれ15科目（10科目群）を設
定。

研修プログラムの例
知財戦略や広報戦略、組織マネジメントなどの知識を学んだ上での研究開発プログラム
の提案書作成、作成した提案書のフィージビリティスタディによる実践経験の２段階ス
テージによる育成を実施。

プログラムの概要

※新規プロジェクトの企画・運営など、研究開発マネジメント人材の育成に資する共通の研修コア・カリキュラムの実施が可能
※JSTが研究開発マネジメント人材育成のハブ機能を果たし、育成されたURAやPMが組織を越えて交流・活躍することを促進

（科学技術のイノベーション政策と研究現場をつなぐ高度な専門人材）




